
 

総合評価制限付一般競争入札（地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の５

の２の規定により参加者の資格を定めて行う総合評価一般競争入札をいう。）を行うので、政令第167条の６第１

項の規定に基づき、次のとおり公告する。 

 

  平成24年９月11日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

 

１ 調達内容 

(１) 調達案件の名称及び数量 

米子コンベンションセンター舞台音響設備改修整備業務 一式 

(２) 調達案件の内容 

本件業務は、米子コンベンションセンター多目的ホール及び小ホールの舞台音響設備を改修整備するもの

であり、次に掲げる設計等業務及び工事を内容とする業務である。 

ア 実施設計及び工事監理業務 

イ アの設計に基づく工事 

(３) 調達案件の仕様 

米子コンベンションセンター舞台音響設備改修整備業務実施要項（以下「実施要項」という。）及び米子

コンベンションセンター舞台音響設備改修整備業務要求水準書（以下「業務要求水準書」という。）による。 

(４) 履行期間 

契約締結の翌日から落札者が本業務に関する技術提案内容を記載した第２次審査資料（以下「技術提案書」

という。）により示した業務期間の末日（平成26年２月28日以前の日とする。）までとする。ただし、実施

設計業務については、契約締結の翌日から平成25年７月31日までとする。 

(５) 履行場所等 

ア 履行場所 

米子市末広町294 

イ 施設名 

鳥取県立米子コンベンションセンター 

(６) 予定価格 

421,892,000円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

(７) 業務の実施形態 

ア 本件業務は、(２)に掲げる設計等業務及び工事を一括して発注する設計・施工一括発注方式によるもの

である。 

イ 本件業務は、入札時に設計の考え方及び舞台音響設備の提案を受け、入札価格以外の要素と入札価格を

総合的に評価して落札者を決定する総合評価落札方式によるものである。 

２ 競争入札参加資格 

本件入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件の全てを満たす者とする。 

(１) 入札参加希望者の組み合わせ等 

ア 本件入札に参加を希望する者（以下「入札参加希望者」という。）は、１の(２)のア及びイに掲げる設

計等業務及び工事（以下「業務等」という。）を実施することを予定する複数の企業により構成されるグ

ループ（以下「応募グループ」という。）を結成し、応募グループを構成する企業（以下「構成員」とい

う。）の中から応募手続及び入札手続を代表して行う構成員（以下「代表構成員」という。）を定めるこ

と。 

イ 応募グループは、応募に当たり、構成員のそれぞれが、１の(２)のア及びイのいずれの業務等に携わる

かを明らかにすること。 

ウ 構成員の変更 



 

(ア) 技術提案書の提出期限の日から開札の時までの期間における変更は、認めない。 

(イ) (ア)に掲げる変更以外の変更は、県と協議するものとし、県が、その事情を検討し、その可否を決

定する。 

エ 構成員のいずれかが、この入札において他の応募グループの構成員でないこと。 

(２) 構成員に共通の資格及び条件 

ア 政令第167条の４の規定に該当しない者であること。 

イ 平成24年10月２日（火）から平成25年１月10日（木）までのいずれの日においても、鳥取県建設工事等

入札参加資格者資格停止要綱（平成20年５月１日付第200700191955号鳥取県県土整備部長通知）に基づく

資格停止措置を受けていない者であること。 

ウ 平成24年10月２日（火）から平成25年１月10日（木）までのいずれの日においても、会社更生法（平成

14年法律第154号）の規定による更生手続開始の申立てが行われている者又は民事再生法（平成11年法律第

225号）の規定による再生手続開始の申立てが行われている者（申立て後、改めて競争入札参加資格の再認

定を受けている者を除く。）でないこと。 

エ 実施要項に示す選定委員会（以下「選定委員会」という。）の委員が属する企業でないこと。 

オ 構成員又は業務等の一部を再委託する場合の再委託先の建設コンサルタント（以下「協力事務所」とい

う。）が本件入札において他の入札参加希望者の協力事務所となっていないこと。 

カ 協力事務所がアからエまでに掲げる要件を満たすこと。 

(３) 設計企業に関する資格及び条件 

１の(２)のアに掲げる業務を実施する構成員（以下「設計企業」という。）は、次に掲げる要件を満たす

こと。 

ア 建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を受けている者である

こと。 

イ 平成23年鳥取県告示第714号（測量等業務の契約に係る一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に

必要な資格等について）に基づく競争入札参加資格のうち、希望業種の建築関係建設コンサルタント業務

に係るものを有すること。 

ウ 平成14年４月１日以降に、客席数1,000席以上の舞台音響設備を有するホールにおけるデジタル音響調整

卓とそのデジタル伝送システムを含む舞台音響設備の新設又は改修工事（以下「同種工事」という。）の

実施設計業務を元請けとして履行した実績（設計業務共同企業体の構成員としての実績にあっては、出資

比率が20パーセント以上の場合のものに限る。）を有すること。 

(４) 建設企業に関する資格及び条件 

１の(２)のイに掲げる工事を実施する構成員（以下「建設企業」という。）は、次に掲げる要件を満たす

こと。 

ア 建設業法（昭和24年法律第100号）第３条第６項に規定する一般建設業又は特定建設業の許可のうち電気

通信工事業に係るものを受けている者であること。 

イ 平成23年鳥取県告示第433号（建設工事の一般競争入札又は指名競争入札に参加する者に必要な資格等に

ついて）に基づく競争入札参加資格のうち、発注工事種別の電気通信工事に係るものを有すること。 

ウ 平成９年４月１日以降に、同種工事を元請けとして施工した実績（特定建設工事共同企業体の構成員と

しての実績にあっては、出資比率が20パーセント以上の場合のものに限る。）を有すること。 

３ 設計業務に係る技術者の配置 

(１) 設計企業は、次に掲げる管理技術者及び各主任担当技術者（以下「主任担当技術者等」という。）を配

置すること。 

ア 管理技術者 

イ 建築主任担当技術者 

ウ 構造主任担当技術者 

エ 積算主任担当技術者 



 

オ 電気主任担当技術者 

(２) 管理技術者は、次に掲げる要件の全てを満たしていること。 

ア 建築士法第２条第２項に規定する一級建築士で、同法第４条第１項の規定による免許（以下「一級建築

士免許」という。）を取得後、10年以上の実務を経験していること。 

イ 平成14年４月１日以降に、同種工事の実施設計業務を履行した実績を有すること。 

ウ 設計企業と直接的かつ恒常的な雇用関係（第三者の介入する余地のない雇用に関する権利義務関係であ

って、入札参加表明書及び競争入札参加資格確認申請書（以下「参加表明書等」という。）の提出期限の

３月以上前から継続しているものをいう。以下同じ。）を有する者であること。 

(３) 電気主任担当技術者は、次に掲げる要件の全てを満たしていること。 

ア 平成14年４月１日以降に、同種業務の実務経験の実績があること。 

イ 建築士法第10条の２第２項に定める設備設計一級建築士免許又は建築士法第20条第５項に規定する建築

設備に関する知識及び技能につき国土交通大臣が定める資格（以下「建築設備士資格」という。）を有す

る者であること。 

(４) 建築主任担当技術者及び構造主任担当技術者は、一級建築士免許を有する者であること。 

(５) 参加表明書等提出時点において、主任担当技術者等を決定できないことにより複数名の候補者をもって

参加表明書等を提出することは差し支えない。 

(６) 管理技術者、建築主任担当技術者、構造主任担当技術者及び電気主任担当技術者は、それぞれ別々の者

を配置すること。 

４ 工事に係る技術者の配置 

(１) 建設企業は、次の要件を満たす監理技術者又は主任技術者を現場工事期間中、専任で配置すること。 

ア 平成９年４月１日以降に、同種工事を元請けとして施工した者の主任技術者、監理技術者又は現場代理

人として施工管理した経験を有する者であること（建設共同企業体の構成員の技術者としての経験は、出

資比率20パーセント以上の場合のものに限る。）。 

イ 監理技術者にあっては、電気通信工事業に係る監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する

者であること。 

ウ 建設企業と直接的かつ恒常的な雇用関係を有する者であること。 

(２) 配置予定の主任技術者及び監理技術者にあっては、建設企業と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。 

(３) 参加表明書等提出時点において、主任技術者又は監理技術者を決定できないことにより複数名の候補者

をもって参加表明書等を提出することは差し支えない。 

(４) 主任技術者及び監理技術者は、工事着手から工事完成までの間、病気、死亡、退職等極めて特別なやむ

を得ない理由を除き、原則として変更を認めない。なお、落札者決定後、工事実績情報システム（CORINS）

等により配置予定の主任技術者及び監理技術者の専任制違反の事実が確認された場合、契約を締結しない場

合がある。 

５ 工事監理業務に係る技術者の配置 

(１) 設計企業は、次に掲げる管理技術者、統括責任者及び各現場監督員（以下「現場監督員等」という。）

を配置すること。 

ア 管理技術者 

イ 統括責任者 

ウ 現場監督員（意匠） 

エ 現場監督員（構造） 

オ 現場監督員（電気） 

(２) 管理技術者は、次に掲げる要件の全てを満たしていること。 

ア 一級建築士免許を取得後、10年以上の実務を経験していること。 

イ 平成14年４月１日以降に、同種工事の実施設計業務又は工事監理業務を履行した実績を有すること。 

ウ 設計企業と直接的かつ恒常的な雇用関係を有する者であること。 



 

(３) 統括責任者は一級建築士免許を取得後10年以上、現場監督員（意匠）及び現場監督員（構造）は一級建

築士免許を取得後５年以上の実務を経験していること。 

(４) 現場監督員（電気）は、設備設計一級建築士免許を有し、又は建築設備士資格取得後５年以上の実務を

経験していること。 

(５) ３の(１)に掲げる主任担当技術者等が現場監督員等を兼任することは差し支えない。 

(６) 管理技術者は、統括責任者及び各現場監督員を兼任していないこと。 

(７) 統括責任者は、現場監督員（意匠）及び現場監督員（構造）を兼任することは差し支えない。 

(８) 統括責任者が、現場監督員（電気）を兼任していないこと。 

(９) 現場監督員等については、工事着手時から工事完了後引渡しまでの間、病気、死亡、退職等極めて特別

なやむを得ない理由を除き、原則として変更を認めない。 

６ 契約担当部局 

鳥取県文化観光局文化政策課 

７ 入札手続等 

(１) 入札に関する問合せ先 

〒680－8570 鳥取市東町一丁目220 

鳥取県文化観光局文化政策課（本庁舎６階） 

電話 0857－26－7839 

ファクシミリ 0857－26－8108 

(２) 実施要項等の交付 

実施要項、業務要求水準書、鳥取県立米子コンベンションセンター舞台音響設備改修整備業務事業者選定

基準（以下「事業者選定基準」という。）及び鳥取県立米子コンベンションセンター舞台音響設備改修整備

業務参加表明書等作成要領（以下これらを総称して「実施要項等」という。）は、平成24年９月11日（火）

から同年10月２日（火）までの間に鳥取県の公式ホームページ（http://www.pref.tottori.lg.jp/204242）

から入手するものとする。ただし、これにより難い者については、平成24年９月11日（火）から同年10月２

日（火）までの日（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）第３条に規定する

休日（以下「休日等」という。）を除く。）の午前８時30分から午後５時までの間に(１)の場所で直接交付

するものとする。 

(３) 参加表明書の提出 

ア 提出方法 

本件業務に係る技術提案書の提出を希望する者は、鳥取県立米子コンベンションセンター舞台音響設備

改修整備業務参加表明書作成要領に基づき参加表明書を作成し、持参すること。 

イ 提出場所 

(１)に同じ。 

ウ 提出期限 

平成24年10月２日（火）午後５時まで 

(４) 技術提案書の提出 

ア 提出方法 

技術提案予定者は、鳥取県立米子コンベンションセンター舞台音響設備改修整備業務技術提案書作成要

領に基づき技術提案書を作成し、持参すること。 

イ 提出場所 

(１)に同じ。 

ウ 提出期限 

平成24年11月30日（金）午後５時まで 

(５) 質問の受付及び回答 

ア 提出方法 



 

この公告による参加表明書又は技術提案書の提出に当たって質問がある場合には、実施要項に基づき、

質問書を作成し、持参又は郵便により提出すること。 

なお、質問に対する回答は、とりネットに掲載するほか、次のとおり閲覧に供する。 

(ア) 掲載方法（インターネットによるもの） 

ａ 掲載場所 

鳥取県公式ホームページ（http://www.pref.tottori.lg.jp/204242） 

ｂ 掲載期間 

参加表明書に関する質問に対する回答は、平成24年９月28日（金）から同年11月29日（木）までと

する。 

技術提案書に関する質問に対する回答は、平成24年11月２日（金）から同年11月29日（木）までと

する。 

(イ) 閲覧方法 

質問に対する回答書は、次のとおり閲覧に供する。 

ａ 閲覧場所 

(１)に同じ。 

ｂ 閲覧期間 

参加表明書に関する質問に対する回答は、平成24年９月28日（金）から同年11月29日（木）まで（休

日等を除く。）の午前８時30分から午後５時までとする。 

技術提案書に関する質問に対する回答は、平成24年11月２日（金）から同年11月29日（木）まで（休

日等を除く。）の午前８時30分から午後５時までとする。 

イ 提出場所 

(１)に同じ。 

ウ 提出期間 

参加表明書に関する質問の受付は、平成24年９月21日（金）午後５時までとする。 

技術提案書に関する質問の受付は、平成24年10月22日（月）午後５時までとする。 

(６) 郵便等による入札 

不可とする。 

(７) 入札及び開札日時及び場所 

ア 入札及び開札日時 

平成25年１月10日（木）午後１時30分 

イ 入札及び開札場所 

〒680－8570 鳥取市東町一丁目220 

県庁第８会議室（本庁舎地階） 

８ 本件入札に参加する者に要求される事項 

(１) 入札に係る一切の手続は、代表構成員が行わなければならない。 

(２) 代表構成員は、実施要項に示す入札参加表明書を７の(１)の場所に平成24年９月11日（火）から同年10

月２日（火）までの日（休日等を除く。）の午前８時30分から午後５時までの間に持参により提出しなけれ

ばならない。 

(３) 入札参加希望者は、(２)の書類に関して説明を求められた場合は、それに応じなければならない。 

(４) 入札書の記載方法等 

ア 入札書は、件名及び入札者名を記入し、「入札書」と明記した封筒に入れ、密封して提出しなければな

らない。 

イ 契約に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の５に相当する額を加算した金額（１円

未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。）をもって契約金額とするので、入札参加

者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希



 

望金額（以下「入札見積金額」という。）の105分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

９ 入札保証金及び契約保証金 

(１) 入札保証金 

入札に参加したグループ（以下「入札参加グループ」という。）は、入札保証金として入札見積金額の100

分の５以上の額を入札書に添えて提出しなければならない。この場合において、鳥取県会計規則（昭和39年

鳥取県規則第11号。以下「会計規則」という。）第124条において準用する会計規則第113条に定める担保の

提供をもって入札保証金の提出に代えることができる。なお、次のいずれかに該当する場合においては、会

計規則第123条第３項の規定により、入札保証金の全部又は一部を免除する場合がある。 

ア 保険会社との間で鳥取県を被保険者とする入札保証保険契約を締結したとき。 

イ 構成員の全てが競争入札参加資格を有し、鳥取県建設工事等の入札制度に関する規則（平成19年鳥取県

規則第76号。以下「入札規則」という。）第６条第３項に規定する入札参加資格者名簿に登録された者で、

落札後契約を締結しないおそれがないと認められるとき。 

(２) 契約保証金 

落札者は、契約保証金として契約金額の100分の10以上の額を保証する次のいずれかに掲げる保証を付さな

ければならない。なお、会計規則第112条第４項の規定、又は鳥取県建設工事執行規則（昭和48年鳥取県規則

第66号)第８条により、契約保証金の全部又は一部を免除する場合がある。 

ア 契約保証金の納付 

イ 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 

ウ 金融機関（出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和29年法律第195号）第３条に規

定する金融機関をいう。）又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第

184号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。）の保証 

10 落札者の決定方法等 

(１) 落札者の決定方式 

県は、入札参加グループが提出した技術提案書を内容とする入札価格以外の要素と入札価格を総合的に評

価する総合評価落札方式により落札者を決定する。 

(２) 落札者の決定手順 

県は、入札参加グループの中から、次の手順により本件業務の落札者を決定する。なお、詳細は、事業者

選定基準による。 

ア 技術提案書の評価及び審査 

総合評価落札方式における事業者を選定するための審査は、入札参加希望者の資格、要件等の有無を判

断する「第１次審査」と、入札参加グループの技術提案書の内容等を審査する「第２次審査」の２段階に

分けて実施する。ただし、第１次審査は、第２次審査のための技術提案書を提出できる有資格者を選定す

るためのものであり、第１次審査の結果は、第２次審査に影響しない。 

第２次審査は、入札参加グループが提出した技術提案書の提案内容を評価及び審査するものであり、別

記「技術提案審査の審査基準・採点基準」に基づき次のとおり行う。 

(ア)  技術提案書について、資料作成の不備の有無を確認し、不備がある技術提案書は、第２次審査の対

象としない。 

(イ) 技術提案書が要求水準を満たしているかについて審査を行い、満たしている場合は、適格とし、基

礎点（300点）を得点として付与する。１項目でも満たしていない場合は、当該技術提案書は、第２次審

査の対象としない。 

(ウ) 技術提案書のうち、その提案が優れていると認められるものについては、別記「技術提案審査の審

査基準・採点基準」に定める評価項目ごとの得点配分に基づき、その程度に応じて評価点を得点として

付与する。 

(エ) (イ)及び(ウ)の得点の合計をもって、当該入札参加グループの得点とする。 

イ 総合評価 



 

入札価格及び技術提案内容による総合評価は、次の(ア)及び(イ)を満たす入札参加グループを対象に、

各入札参加グループのアの(エ)の得点をそれぞれの入札参加グループの入札価格（単位：百万円）で除し

て得た数値（以下「評価値」という。）をもって行い、評価値が最も高い者を落札者とする。ただし、評

価値の最も高い者が２者以上あるときは、アの(エ)の得点の高い者を落札者とする。なお、落札者となる

べき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると

認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって

著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内で、発注者の定める要求水準をすべて

満たして入札した他の者のうち、評価値の最も高い者を落札者とすることがある。 

(ア) 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

(イ) 技術提案内容が業務要求水準書の内容を満たしていること。 

11 その他 

(１) 契約手続きにおいて使用する言語、通貨及び時刻 

日本語、日本国通貨及び日本標準時 

(２) 入札の無効 

２の競争入札参加資格のない者のした入札、入札参加グループに求められる義務を履行しなかった者のし

た入札及び会計規則、この公告又は実施要項等に違反した入札は無効とする。 

(３) 契約書作成の要否 

要 

(４) その他 

ア 詳細は、実施要項等による。 

イ この公告において示した業務に係る平成24年度９月補正予算が成立しなかったときは、入札は行わない。 

 

別記 技術提案審査の審査基準・採点基準 

１ 必須項目審査 業務要求水準[300点] 

（業務実施において必要不可欠な要件を満足しているか否かに対する評価） 

項目 必須項目 

業務内容の把握 ・業務目的・内容を十分に把握し、改修方針を示していること。 

既存設備の考察 ・施設及び既存の舞台音響設備に関する考察を示していること。 

業

務

期

限 

設計 ・実施設計の完了を平成25年７月31日以前としていること。 

工事 

・工事の完了を平成26年２月28日以前としていること。 

・現場における工期を平成25年12月３日から平成26年２月28日までの間

としていること。 

技術者の配置 ・指定する経験及び資格等を有する技術者を配置していること。 

関係法令の遵守 ・建築基準法・消防法など関係法令の遵守について記述していること。 

仮設計画・安全対策 ・工事中の施設利用・敷地周辺の安全対策に配慮していること。 

環境配慮 ・環境に配慮した設計・施工方針を示していること。 

地域への配慮 ・地域性を考慮した設計・施工方針を示していること。 

執務環境の保全 ・工事中の執務環境の保全に配慮した設計・施工方針を示していること。 

施設利用者の利便性 
・工程毎の施設利用者の動線など、利便性に配慮した設計・施工方針を

示していること。 

保守管理体制 ・保守点検、故障発生時等の体制・対応方針を示していること。 

 



 

２ 加点項目審査 業務要求水準[500点] 

(１) 技術的能力の評価[140点] 

（提案者の設計・施工・工事監理能力及び取組姿勢に対する定量的評価） 

大項目 中項目 配点 評価のポイント 

実施体制 

[40点] 

 

設計業務の体制・実

力 

15 ・ 有資格者数（設計部門のみ） 

・ 動員計画（設計業務人・日数） 

・ 県内企業の参画等 

施工の体制・実力 15 

 

・ 有資格者数（施工部門のみ） 

・ 県内営業所等の有無、県内企業の参画等 

工事監理の実力（設

計意図伝達・品質管

理） 

10 ・ 有資格者数（工事監理部門のみ） 

・ 動員計画（監理業務人・日数） 

・ 県内企業の参画等 

配置技術者 

（設計） 

[20点] 

技術者としての経験

年数 

10 ・ 管理技術者 

・ 建築主任担当技術者 

・ 構造主任担当技術者 

・ 電気主任担当技術者 

※同一の者が技術者を兼務した場合は、重複して

加点しない。 

同種又は類似業務に

携わった経験件数 

10 

配置技術者 

（施工） 

[30点] 

技術者としての経験

年数 

15 ・ 監理技術者、主任技術者 

・ 音響システム担当技術者の経験年数 

※音響システム担当技術者の経験年数は、客席数

500席以上の舞台音響設備を有するホールにおけ

るデジタル音響調整卓とそのデジタル伝送シス

テムを含む舞台音響設備の新設又は改修工事に

担当者として携わった経験年数とする。 

同種又は類似業務に

携わった経験件数 

（監理技術者、主任

技術者のみ） 

15 

配置技術者 

（工事監理） 

[10点] 

技術者としての経験

年数 

５ ・ 管理技術者 

・ 統括責任者 

・ 現場監督員（意匠） 

・ 現場監督員（構造） 

・ 現場監督員（電気） 

※同一の者が技術者を兼務した場合は、重複して

加点しない。 

同種又は類似業務に

携わった経験件数 

５ 

会社実績及び

施工能力 

[40点] 

設計実績 15 ・ 舞台音響設備の実施設計の実績 

施工実績 15 ・ 舞台音響設備の施工実績 

工事監理実績 10 ・ 舞台音響設備の実施設計又は工事監理の実績 

注）表中の「営業所等」とは、本店、支店及び建設業法施行令（昭和31年政令第273号）第１条に規定

する営業所をいう。 



 

(２)  技術提案の審査・評価[360点] 

（提案者の設計・施工方針に対する定性的評価） 

大項目 中項目 配点 評価のポイント 

技術提案に対

する評価 

（設計方針） 

[180点] 

施設機能の理解 30 ・現状の舞台音響設備に対する分析、考察の適性 

計画の適性 40 ・総合的な舞台音響設備整備計画の適性 

材料の品質管理 20 ・機能、性能、信頼性、安定性、安全性などの検討、

修正、確認、検査の内容、手順、体制の適性 

・使用材料の品質の確認、管理するシステムの適性 

設備機器に対す

る設計方針 

40 ・機種選定、数量の適性 

・機器配置、システム系統の適性 

・操作方法への配慮 

・地震時における落下・転倒等に対する安全性の配慮 

・日常メンテナンスへの配慮 

・施工後の定期保守点検への配慮 

工事計画の適性 30 ・施工上配慮すべき事項、関連工事に対する認識 

・上記事項に対する解決策の適性 

・製作、搬入、取付け、調整、検査などの工程の適性 

・施工された機器類の不具合をチェック、修正、確認

する工程の適性 

提案工事 20 ・舞台音響設備改修に併せて実施することが望ましい

として独自に提案された工事の実現性及び適性 

・適切で実現性のあるコスト縮減案の有無 

技術提案に対

する評価 

（施工方針） 

[150点] 

仮設計画・安全

対策 

20 ・現場事務所の配置、工事車両の駐車等の計画の適性 

・公衆災害防止の方針（工事車両と歩行者、通行車両

との分離、安全対策等） 

施設利用者の利

便性の確保 

20 ・施設利用者の利便性（来館者の出入り・案内等） 

環境への配慮 20 ・建設廃棄物の発生抑制、分別、再資源化適正処理に

関する方針の適性 

・竣工後のメンテナンス性、消耗品の考え方の適性 

地域への貢献度 20 ・ 下請業者等について県内企業参加の有無 

執務環境の保全 20 ・ 施設内における職員の動線確保の方針の適性 

・ 工事中の振動・騒音・粉塵対策等の適性 

施工手順 20 ・ 施工手順、施工計画の適性 

工期 20 ・ 想定工期、工程計画の適性、工期短縮の方針 

品質管理 10 ・ 自主管理体制とその具体的方法の適性 

技術提案に対

する評価 

（保守管理） 

[30点] 

保守管理 30 ・ 保守管理体制の適性 

・ 定期点検等実施計画の適性 

・ 点検費用の適性 

・ 中長期維持計画の適性 

 

 


